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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 機械工業 連合会 (JMF) から， ェ 
業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 制定す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 厚生 
労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 制定 し た 日本工業規格 である 。 

制定に 当たって は， 日本工業規格と 国際規格との 対比， 国際規格に 一致した 日本工業規格の 作成 及び 曰 
本 工業規格 を 基礎に した 国際規格 原案の 提案 を 容易に する ために， ISO 14122-3:2001， Safety of machinery 
一 Permanent means of access to machinery— Part 3 : Stairs, stepladders and guard-rails , ど 整 礎 こ し て 用 いた。 

この 規格の 一部が， 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 公開 後の 
実用新案 登録 出願に 抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 厚生 労働大臣， 経済 産業 大臣 及び 日本 
工業 標準 調査 会 は， このような 技術的 性質 を もつ 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権， 又は 出願 
公開 後の 実用新案 登録 出願に かかわる 確認に ついて， 責任 はもたない。 
,nSB9713-3 に は， 次に 示す 附属 書が ある。 

附属 書 A (参考） 参考文献 
JIS B 9713 の 規格 群に は， 次に 示す 部 編成が ある。 

JISB9713-1 第 1 部 ： 高低 差の ある 2 か 所 間の 固定された 昇降 設備の 選択 
lis B 9713-2 第 2 部： 作業用 ブラ ッ ト フォーム 及び 通路 
JIS B 9713-3 第 3 部： 階段， 段ば し ご 及び 防護 さ く （柵） 
JIS B 9713-4 第 4 部： 固定 はし ご 
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日本工業規格 JIS 

B 9713-3: 2004 

(ISO 14122-3 ： 2001) 

機械 類の 安全性 一 機械 類へ の 常設 接近 手段 一 

第 3 部： 階段， 段ば し ご 及び 防護 さ く (柵） 

Safety of machinery ~ Permanent means of access to machinery- 
Part 3 : Stairs, stepladders and guard-rails 

序文 この 規格 は， 2001 年に 第 1 版と して 発行され た ISO 14122-3:2001, Safety of machinery — Pennanent 
means of access to machinery— Part 3 : Stairs, stepladders and guard-rails を 翻訳し， 技術的 内容 及び 規格 票の 

様式 を 変更す る ことなく 作成した 日本工業規格 である。 

なお， 原 国際規格の まえがき は 規定 内容で はない ので， この 規定から 除外した。 
こ の 規格 は， JIS B 9713 の 規格 群の 第 3 部で， グルー プ 安全 規格で ある。 
こ の 規格の 規定 は， 製品 安全 規格に よ つ て 補足し 修正 しても よい。 
備考 1. 製品 安全 規格の 適用 範囲に 含まれ， その 規格の 規定に 従って 設計 • 製造され た 機械に 対して， 
製品 安全 規格の 規定が， この グループ 安全 規格の 規定より 優先す る。 

2. この 規格 は， "製造業 者が， 生産， 調整， 保全 作業 域への 安全な 接近 手段， 及び 滑り， つまず 
き 又は 墜落の 危険 防止 策 を 講じなければ ならない こと" を 要求して いる。 

3. ISO 12100-2 の 6.2.4 "機械 類に 安全に 接近す るた めの 規定" にも 関連事項が ある。 

4. 金属 以外の 材料 （複合 材料， いわゆる 新規 開発 材料な ど） の 使用に ついても， この 規格に 準 
じる。 

参考 JiSZ 8051:2004 (安全 側面 一規 格への 導入 指針） において， 安全 規格の "階層 化" が 次の よう 

に 決められ ている。 

一 基本 安全 規格： 広範囲な 製品， プロセス 及び サービス に対して 適用す る 一般的な 安全 側面 

に関する 基本概念， 原則 及び 要求 事項 を 含む 規格。 
― グループ 安全 規格 ： 一つ 又は 複数の 委員会が 取り扱う 幾つかの 又は 一群の 類似の 製品， プ 

ロセス 及び サービスに 適用で きる 安全 側面 を 含む 規格。 できる 限り， 基本 安全 規格と 関連 

させる ことが 望ましい。 

一 製品 安全 規格： 一つの 委員会が その 業務 範画 内で 取り扱う 幾つかの 又は 一群の 製品， プロ 
セス 若しくは サービスの 安全 側面 を 含む 規格。 できる 限り， 基本 安全 規格 及び グループ 安 
全 規格と 関連させる ことが 望ましい。 

この 規格 は， ISO 12100-2 に 示す 機械 類に 安全に 接近す るた めの 手段に 関する 一般 要求 事項 を 規定す る。 
JIS B 9713 の 第 1 部 は， 機械 類への 必要な 接近が 地表面 又は 床 面から 直接で きない 場合に， 正しい 接近 手 
段の 選択に 関する 助言 を 与えて いる。 

参考 特定され た 寸法 は， EN 547-3 "機械 類の 安全性— 人体の 寸法 一 第 3 部 人体 測定 データ" にある 
立証され た 人間工学 データと 一致して いる。 
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1. 適用 範囲 この 規格 は， 昇降 設備が 必要な すべての 機械 （据付 形 及び 移動 形） に 対し 適用す る。 
この 規格 は， 機械の 一部 を 構成す る 階段， 段ば しご 及び 防護 さく （柵） に 対し 適用す る。 

また， この 規格 は， 建物の ある 部分の 主要な 機能 力く 機械に 接近す る 方法 を 提供す る ことで あるとき， 
機械が 据え付けられる 建物の その 部分の 階段， 段ば しご 及び 防護 さく （柵） にも 適用で きる。 

備考 1. この 規格 は， 適用 範囲 以外の 接近 手段に 用いても よい。 このと き， 関連す る 国内 法規 又は そ 
の 他の 規制が あ る 場合 は それら が 優先す る 。 
この 規格 は， 機械に 常設され ていなかったり， 機械の 何ら かの 操作 (例えば， プレス 機械の 治 工具 交換 
など） のために 取り外されたり， わき （脇） に 移動され たりす る 階段， 段ば しご 及び 防護 さく （柵） にも 
適用す る。 

こ の 規格に よ つ て 扱われる 主な 危険 源に ついて は， JIS B 9713-1 の 4. を 参照。 
備考 2. この 規格の 対応 国際規格 を， 次に 示す。 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 は， ISO/IEC Guide 21 に 基づき， IDT (—致して いる）， MOD 
(修正して いる）， NEQ (同等で ない） とする。 
ISO 14122-3:2001 ， Saiety of machinery ― Permanent means or access to machinery ― Pari; 3 : Stairs, 
stepladders and guard-rails (IDT) 

2. 引用 規格 次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す 
る。 これらの 引用 規格のう ちで， 発行 年 を 付記して ある もの は， 記載の 年の 版 だけが この 規格の 規定 を 構 
成す る ものであって， その後の 改正 版 • 追 補に は 適用し ない。 発効 年 を 付記して いない 引用 規格 は， その 
最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 

JIS B 9713-1 機械類の安全性_機械類への常設接近手段ー^1了 1 部： 高低 差の ある 2 か 所 間の 固定され 
た 昇降 設備の 選択 

備考 ISO14122-l:2001, Safety of machinery— Permanent means of access to machinery ― Part 1 : Choice 
of fixed means of access between two levels 力 \ レ の 規格 と 一致 している。 

3. 定義 この 規格で 用いる 主な 用語の 定義 は， JISB9713-1 の 3. (定義） による ほ 力、， 次に よる。 
参考 EN 1070 に はこの 規格と 関連した 用語 及び 定義が ある。 

3.1 階段 及び 段ば しご （stairs and step ladders) (JIS B 9713-1 の 3.2 及び 3.3 に 規定され た 定義 を， 次に よ 
つて 補完す る。） 

図 1 に 示す よ う に， また 3.1.1〜3丄16 に 定義す るよ う に， ある 高さの 平面から 他の 高さの 平面へ と 歩行 

が 可能な 連続した 水平な 面 （段 又は 上がり場)。 

3.1.1 登り 高さ (climbing height) 基準 面と 階段の 上がり場との 間の 垂直 距離 （図 1 の// を 参照）。 

3.1.2 階段 又 は 段ば しごの 登り (flight) 切れ目の な い 連続し た 昇降 部の 長 さ 。 

3.1.3 水平 移動 距離 (going) 連続した 二つの 踏み板 段 鼻 間の 水平距離 （図 1 の g を 参照)。 

3.1.4 頭上 空間 (headroom) 傾斜 線と 障害物 （はり， ダク ト など） までの 最小 鉛直 距離 （図 1 の e を 参照)。 

3.1.5 上がり場 (landing) 階段の 登りの 最後 部に ある 水平な 休憩 場所 （図 1 の/を 参照)。 

3.1.6 歩行 線 (walking line) 階段 又は 段ば しごの オペレータの 平均 的 軌道 を 描く 主 線。 

3.1.7 踏み板の 重なり (overlap) 踏み板の 奧 部と 上段の 段 鼻との 重なり 長さ （図 1 の r を 参照）。 

3.1.8 傾斜 線 (pitch line) 歩行 線 をな す 一連の 踏み板 段 鼻 を 結んだ 架空の 線で あり， 一連の 階段に おける 

上部 上が り 場 端 か ら 下部 上が り 場 端へ 延長 した 線 （図 1 の P を 参照)。 
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3.1.9 階段 又は 段ば しごの 傾斜角 (angle of pitch) 傾斜 線と その 基準 面との 角 （図 1 のび を 参照 

3.1.10 け 上げ 高さ (rise) 連続した 二つの 踏み板 上面 間 距離 （図 1 の/; を 参照)。 

3.1.11 踏み板 (step) 人が 階段 又は 段ば しご を 上下 行す るた めに 足 を 乗せる 水平な 平面。 

3.1.12 段 鼻 (nosing) 踏み板 又は 上がり場の 手前 側の 上部 先端。 

3.1.13 側げ た (string) 踏み板 を 支える 側面の 枠組み 部材。 




図 1 階段 及び 段ば しごの 部位 



3.1.14 幅 (width) 踏み板の 内 の り 距離 （図 1 の W を 参照） 。 

3.1.15 踏み板の 奥行き (depth of step) 踏み板の 先端 部から 後端 部までの 距離 （図 1 の/を 参照)。 
3.1.16 間隔 (clearance) 傾斜 線から 90° で 計った 頭上 障害物までの 最短距離 （図 1 の c を 参照)。 
3.2 防護 さく （柵） (guard-rail) 階段， 段ば しご， 上がり場 又は 作業用 プラット フォーム 及び 通路に 設置 
する もので， 予期せ ぬ 墜落事故 又は 危険 領域への 予期せ ぬ 接近 を 防止す るた めの 装置。 防護 さく （柵） の 
代表的な 構成要素 は， 図 2 に 示し， 3.2.1〜3.2.5 に 定義す る。 
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1 手す り 

2 中さん （桟) 
3 つま 先 板 
4 支柱 
5 歩行 平面 



図 2 防護 さく （柵） の 代表的 構造 要素 例 

3.2.1 手すり (handrail) 単独で 又は 防護 さく （柵) の 上方 部材 として 用いられ， 体 を 支える ために 手に よ 
つて 握られる ように 設計され た 最上 部材 （図 2 の 1 を 参照)。 、 

3.2.2 中さん （桟） （kneerail) 体の 通過 を 防ぐ ために 手すりと 平行して 設置す る 防護 さく （柵） の 部材酒 
2 の 2 を 参照）。 

3.2.3 支柱 (stanchion) プラットフォーム 又は 階段の 防護 さく （柵） を 支える ための 垂直 構造 部材 （図 2 

の 4 を 参照）。 

3.2.4 つま 先 板 (toe-plate) 床 平面からの 物の 落下 を 防ぐ ための 防護 さく （柵） の 下部， 又は 床 面に 垂直 
に 取り付けられた 切れ目の ない 下部 部材 （図 2 の 3 を 参照）。 

備考 つま 先 板 は， また， 身体の 通過 を 防止す る 中さん （桟） と 床との 間隔 を 狭める。 
3.2.5 自動 閉鎖 扉 (self closing gate) 意図的に 容易に 開けられる 防護 さく （柵） の 一部。 扉 は 人に よって 

開いた 状態 を 維持し 続けない 限り， 例えば 重力 又はば ねに よって 自動的に 閉まる。 

4. 材料 及び 寸法に 関する 一般 安全 要求 事項 

4.1 材料， 構成要素 及び 使用され る 構造体の 寸法 は， この 規格の 安全 目的 を 満たさなければ ならない。 
4.2 材料 は， 材料 自体の 性質 又は 完全な 処理に よって， 周 圏の 雰囲気からの 腐食に 抗 する ことができる 
ようにし なければ ならない。 

4.3 使用者が 接触 し がち な 部分 は， 傷付 けた り 邪魔に ならない よう に 設計 し な ければ な ら ない （鋭利 な 
角， ぎざぎざした 溶接 面， ざらざらした 角な ど）。 

4.4 踏み板 及び 上が り 場 は， 滑 り のい かなる 危険 も 回避す るよ う にしなければ な ら ない。 

4.5 可動 部分 （扉） の 開閉 は， 使用者 及び 近くの 人に 対し， 一層の 危険 源 （例えば， 切断 又は 墜落事故 

など） を もたらす ことがあって はならない。 

4.6 取 付 金具， 丁番， 固定 部， 支え 及び 台座 は， 剛性と 安定性 を 確実に する ため， 組立て は 強固， 力つ， 
着実に しなければ ならない。 

4.7 その 構造 及び 踏み板 は， 計画され た 負荷 荷重に 十分 耐えられ るよう に 設計し なければ ならない。 
4.7.1 構造 物に 対して， 産業 分野で 使用され る 荷重 は， 時折の 通 fi^ 又は 無 負荷 通行 向けの 場合の 1.5kN/m 2 
から， 頻繁な 通行 又は 負荷 通行 向けの 場合の 5 kN/m 2 まで 変える こ と がで きる。 
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4.7.2 踏み板 は， それらの 先端 部で， 次の 荷重に 耐えなければ ならない。 
一 幅 VV が 1 200 mm よ り も 狭い と き は， 階段 幅 中央部の 段 鼻端で 100 mm 平方 当た り 1.5 kN。 
一 幅 VV が 1 200mni 以上のと き は， 段 鼻端で 600 mm 間隔の 最も 厳しい 点で 100 mm 平方 当たり， それ ぞ 
れ 同時に 1.5 kN。 

荷重 下での 構造 物と 踏み板 間の た わみ は， その 距離 間の 1/300 又は 6 mm のい ずれ か 小さい 方の 値 以下 
でなければ ならない。 

5. 階段に 適用され る 安全 要求 事項 

5.1 水平 移動 距離 g 及びけ 上げ 高さ/ /は， 式 (1) を 満たさなければ ならない。 

600 <g + 2 /7 < 660 [単位 mm] (1) 

5.2 踏み板の 重なり r は 10mm 以上で なければ ならない。 これ は， 上がり場 面と 床 面に 対しても 等しく 
適用され なければ ならない。 

5.3 階段の 一連の 登りに おいて， け 上げ 高さ は， 可能な 限り どこも 一定で なければ ならない。 出発点 平 
面と 最下 段 踏み板との 間の け 上げ 高さ を 維持で きないよ うな 場合 は， 最大 15 % まで 縮小して よい。 例え 
ば， ある 移動 式 機械の 場合な ど， 正当化 される 理由が あるので あれば， 拡大 させて よい。 
5.4 最上 段の 踏み板 は， 上がり場 面と 同一 平面で なければ ならない （図 3 を 参照)。 

備考 階段の 最上 段の 水平 移動 距離 を 維持す る 原則 は 重要で あ り ， 最終 段の 水平 移動 距離の 変化 は 事 
故の 重大な 原因と なる。 




図 3 最上 段の 設置 方法 

5.5 頭上 空間 e は， 少なくとも 2 300 mm でなければ ならない。 
5.6 間隔 C は， 少な くと も 1 900 mm でなければ な ら ない。 

5.7 例外的な 環境で なければ， 階段の 内の り 幅 は， 少なくとも 600 mm でなければ ならない が， 800 mm 
が 望ましい。 同時に 幾人 かが 通ったり 横切った りする 目的 を もった 階段のと き は， その 幅 は 1 000 mm に 
広げなければ ならない。 避 難路と して 設計され ている とき は， 階段 幅 は， 特定の 規則 を 満たさなければ な 
ら ない。 

備考 リスク アセスメント 及び 機械 類 又は 環境の 制約に よ つて 正当化 される 場合， 次の 条件に よって， 
幅 は 500 mm ま で 縮小で きる。 

一 作業用 プラットフォーム 又は 階段が， 適時に 使用され， かつ， 
一 その 縮小が， 短い 距離に 対して だけな される。 
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5.8 登り 高さ// は， 3 000 mm 以内が 望ましい。 さもなければ， 引き続く もう 一つの 階段の 前に， 上がり 
場が 必要で ある。 上がり場の 長さ/は， 少なく とも 800mm， 又は 階段 幅と 同等 若しくは 同等 以上で なけれ 
ばなら ない。 一つの 連続した 階段 だけの 場合 （3.1.2 参照）， 登り 高さ は 4000 mm を 超えて はならない。 
5.9 階段の 防護 さく （柵) に 関連した 要求 事項に ついては， 7.2 による。 

6. 段ば しごに 適用され る 安全 要求 事項 

6.1 踏み板の 奥行き 長さ パま， 80mm 以上で なければ ならない。 
6.2 け 上げ 高さ h は， 250 mm 以下で なければ ならない。 
6.3 踏み板の 重なり r は， 10mm 以上で なければ ならない。 

6.4 側げ た 間 又は 防護 さ く （柵） 間の 内の り 幅 は， 450〜800mm の 範囲 内で なければ ならない 力、 600 mm 
が 望ましい。 

6.5 一連の 登り におけるけ 上げ 高さ は， できるだけ 一定に しなければ ならない。 出発点 平面と 第 1 段 目 

との 高さ を 満足で きないよ うな 場合に は， 最大 15 % まで 縮小す る ことができる。 例えば， ある 移動 式 機 

械の 場合な ど， 正当化 される 理由が あるので あれば， 拡大 させて よい。 

6.6 頭上 空間 e は， 最低限 2 300 mm でなければ ならない。 

6.7 間隔 C は， 最低限 850 mm でなければ ならない。 

6.8 一連の 段ば しごの 登り 高さ// は， 3 000 mm を 超えて はならない。 

備考 複数 連の 段ば しごに 対して は， 付加 的な 安全 方策が 考慮され る ことが 望ましい。 

7. 防護 さく （柵） に 適用され る 安全 要求 事項 

7,1 水平 防護 さく （柵） 

■ ' ' " 'I ■ p 単 lAi mm 




図 4 水平 防護 さ く （柵） の 例 



7.1.1 踏 抜き 又は 墜落 （例えば， 屋根の 換気口への 通路） の 危険が ある 場所の 周辺に は， 防護 さく （柵） 
を 備えなければ ならない。 

7.1.2 500 mm を 超える 墜落の 可能性が ある 高さの ときには， 防護 さ く （柵） を 設置し なければ ならない。 
7.1.3 プラットフォームと 機械の 構造 物 若しくは 壁との すき 間 力く 200 mm よりも 大きい 力、， 又は 構造 物 
が 防護 さく （柵） に 相当して いないと き は， 防護 さく （柵） を 備えなければ ならない。 また， プラット フ 
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オームと 隣接す る 構造 物との すき 間が 30 mm よ り も 大きい ときには， つま 先 板 を 備えなければ ならない。 
7.1.4 手すりの 高さ は， 少なくとも 1 100mm でなければ ならない。 

7.1.5 防護 さく （柵） は， 少なくとも 一つの 中間 中さん （桟 )， また， 相当の 何 か 他の 防護 策 を 含めな け 
れ ばなら ない。 手すりと 中さん （梭） 間との 間隔 及び 中さん （桟） とつ ま 先 板 間との 間隔 は， いずれも 500 
mm を 超えて はならない。 

7.1.6 縦 部材が 中さん （桟） の 代わりに 使われる 場合 は， それらの 間隔 は 180mm 以下で なければ ならな 
レ^ 

7.1.7 つ ま 先 板の 高さ は 100 mm 以上と し， つま 先 板 は 歩行 平面 及び ブラ ッ トフ オーム 端 と のす き 間が 10 
mm 以下になる ようにし なければ ならない （図 4 参照）。 

7.1.8 支柱の 軸 間 距離 は， 1 500 mm 以下に 制限され る ことが 望ましい。 この 距離 を 超える 場合 は， 支柱 

強度 及び 取 付 金具に 対し 特別な 配慮が 払われなければ ならない。 

7.1.9 中断した 手すりの 場合， 二つの 防護 さく （柵） 間の 開口 幅 は， 120 mm (図 5 参照） 以下で， 手が 
挟まれる の を 防ぐ ための 間隔 は 75 mm 以上で なければ ならない。 また， これよ り 大きな 開口部が あるとき 
は， 自動 閉鎖 扉 を 使わなければ ならない。 



75〜120 



単位 




図 5 二つの 防護 さく （柵） のす き 間 

7.1.10 防護 さく （柵） を 越えての 接近が 必要な 場所に は， 自動 閉鎖 扉 を 設けなければ ならない。 その 扉 は， 
防護 さ く （柵） と 同じ 高さの 手すり と 中さん （桟） を 備えなければ ならない （はしごの 出口 断面， JISB9713-4 

を 参照)。 

いかなる 扉 も， 自動的に 閉まる 方式で なければ ならず， プラットフォーム 又は 床の 方向に 開く 方式で， 
使用者が そ れらを 押し開けたり 開口部から 墜落した りする こと を 防 ぐた めに， ストッパー によつ て 確実 に 
止まる 方式で 設計し なければ ならない。 扉 は， 防護 さく （柵） と 同一の 荷重 条件に 従わなければ ならない。 
7.1.11 手すり 端 部 は， 製品の 鋭利な 端 面に よる か， 又は 使用者の 衣服 を ひっかける ことによ る 危害の リス 
ク を 除去す るよう に 設計 し な ければ な ら ない。 
7.2 階段 及び 段ば しごの 防護 さく （柵） 

7.2.1 階段に は， 少なく とも 片側に 手すり を 設けなければ ならない。 階段 幅が 1 200 mm 以上の 場合 は， 
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両側に 手すり を 設けなければ ならない。 段ば しご は， 常に 両側に 手すり を 備えなければ ならない。 

7.2.2 500 mm 以上の 高さ を 登る とき， かつ, 階段 側げ たと 隣接 物との 間隔が 200 mm 以上 開いて いる 場 

合すべ て， そのす き 間の ある 側に， 防護 さく （柵） を 設けなければ ならない。 

7.2.3 手すりの 縦 方向 高さ は， 踏み板の 段 鼻よ り 900〜1 000mm でなければ ならず， 上がり場の 歩行 平面 
から 1 100mm 以上で なければ ならない。 手すりの 形状 は， 握り やすく する ために 25〜50mm の径 又は そ 
れ 相当の 断面と する ことが よい。 

最大 500 

単 1 乂 mm 




図 6 階段の 防護 さく （柵） と 水平な 防護 さく （柵） との 接続 例 



7.2.4 段ば しごの 傾斜 線と 手すりの 中心 線との 距離 （寸法 ズ） は， 手すり を 床 面から 垂直 距離 1 000 mm 
以下の 位置から 取り付ける という 条件付きで， 図 7 に 示す とおりで ある ことが 望ましい。 表 1 に 寸法 を 示 

す 。 



00 L メ 「き 
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単位 



図 7 段ば しごの 手すりの 位置 



表 1 段ば しごの 傾斜 線から 手すりの 中心 線 間 距離 例 



7.2.5 階段の 防護 さく （柵） は， 少なくとも 中さん （桟） 又は それ 相当の 部材を 備えなければ ならない。 
手すりと 中さん （桟） との 間隔， 及び 中さん （桟） と 側げ たとの 間隔 は， それぞれ 500 mm を 超えて はな 
ら ない （図 6 参照）。 



最小 100 




単位 



図 8 手すりと 障害物 間の 最小す き 間 



著作権法 により 無断での 複囊， is 戦 等 は 禁止され ております。 




10 

B 9713-3 ： 2004 (ISO 14122-3 ： 2001) 

7.2.6 手すりの 全長に わたり， 手すりの 下 面の 支持 金具 を 除いて， 100mm 以内に 障害物が あって はなら 
ない （図 8 参照)。 

7.3 構造 的 要求 事項 防護 さく （柵） は， 水平 方向に 使用 荷重に 等しい 集中 荷重 を， 最初に 支柱の 上部 

に， 次に 手すりの 中間 点に 作用 させ， いかなる 顕著な 永久 変形 もな く 支えなければ ならない。 両方の 場合 
とも， 荷重 時の た わみ は 30 mm を 超えて はならない。 最小 使用 荷重 は， 次の 式に よる。 

F 醒 =300ム 

ここに， F 嗎 ： 最小 使用 荷重 （単位 ： N) 

I ： 最大 距離 [連続 し た 2 支柱 し ん間 （図 9 参照) ， 単位 ： m] 

備考 1. Fm,n は， 使用 条件に 従って， 上記 要求た わみ 値 を 超えない 範囲で， 増加され る ことが 望まし 

い。 

2. 顕著な 永久 変形が 存在 しない こと を 証明す る と き， 規定の 荷重で 手す り の 強度 を 試験す る こ 

と は 重要で ある。 



8. 安全 要求 事項の 検証 

8.1 一般 この 規定の 安全 要求 事項 は， 計測， 検査， 計算 及び/又は 試験に よって 検証す る ことで 差し 支 

えない。 試験が 行われる とき は， この 条項に 示された 試験 手順に 従わなければ ならない。 

8.2 防護 さく （柵） の 試験 荷重 F は， 1100mm の 高さで， 手すりに 水平に， 徐々 に， かつ， 衝撃な し 

に加える。 

た わみ （/'1，/2) は， 図 9 に 示す ように 水平に 位置 決めされ たた わみ 計に よって， 中心 線に 沿って 計る。 

Mill mm 



-0 fi n 



n 



i 



产 1 





ill 



A 



A 



断面 A — A 

図 9 た わみ 計の 位置 

8.2.1 初期 荷重 0.25/^ の 荷重 を 図 10 に 示す ように， 支柱に 直交して 1 分 間 加えた 後， 荷重 を 取り除き 
た わみ 計の 値 を に 再 設定す る。 

8.2.2 支柱の 計測 荷重 F を， 1 分 間， 図 10 に 示す ように 加える。 
荷重 時に 計測され たた わみ /1 は， 30mm を 超えて はならない。 
使用 荷重 を 取り除いた 後 に ， 目に 見える 永久 変形が あって はならない。 
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単 111 mm 



図 10 支柱 計測 

8.2.3 手すりの 計測 荷重 F を， 図 11 に 示す ように 加える。 
荷重 時に 計測され たた わみ /2 は， 30mm を 超えて はならない。 
使用 荷重 を 取り除いた 後に， 目に 見える 永久 変形が あって はならない。 




断面 A — A 

図 11 手すり 計測 

9. 据付 要領 書 正しい 据え付け 上の 全 情報 は， 据付 要領 書に 含めなければ ならない。 特に， 固定 方法に 
ついて の 情報 を 盛 り 込まな ければ な ら ない。 

10. 使用 上の 情報 一 取扱説明書 機械の 取扱説明書に は， 18012100-2の5.5.ひ"機械本体に関する情報" 

に 従って 機械 類の 製造業 者が 設けた 接近 手段が 何で あるか を 明記し なければ ならない。 
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単位 



： 、 



~0n 



001 



A 



01- 



A 



02 
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附属 書 A (参考） 参考文献 



： の 附属 書 は， 本体に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 
： の 規格の 作成に 当たって， 次の 規格が 考慮され ている。 

JIS B 9702 機械 類の 安全性 一 リスク アセスメント の 原則 

JiSB 9707 機械 類の 安全性 一 危険 区域に 上肢が 到達す る こと を 防止す るた めの 安全 距離 

JISB9708 機械 類の 安全性 一 危険 区域に 下肢 力 倒 達する こと を 防止す るた めの 安全 距離 

J1S B 9711 機械 類の 安全性一 人体 部位が 押し つぶされる こと を 回避す るた めの 最小す きま 

JIS B 9713-2 機械 類の 安全性 一 機械 類への 常設 接近 手段 一 第 2 部： 作業用 ブラ ッ ト フ オーム 及び 通路 

JIS B 9713-4 機械 類の 安全性 一 機械 類への 常設 接近 手段 一 第 4 部 ： 固定 は し ご 

ISO 12100-1 Safety oi machinery — Basic concepts, general principles for design — Part 1 : Basic terminology, 
methodology 

ISO 12100-2 Safety of machinery — Basic concepts, general principles for design — Part 2 : Technical 
principles 

EN 131-2:1993 Ladders ― Requirements, Tests, Markings 

EN 353-1 Personal protective equipment against falls from a height — Guided type fall arresters on a rigid 
anchorage line 

EN 364 Personal protective equipment against falls from a height — Test methods 

EN 547-1 Safety of machinery ― human body dimensions — Part 1 : Principle for determining the dimensions 

required for openings for whole body across into machinery 
EN 547-2 Safety of machinery — human body dimensions — Part 2 : Principle for determining the dimensions 

required for access openings 
EN 547-3 Safety of machinery — human body dimensions — Part 3 : Anthropometric data 
EN 795 Protection against falls from a height ― Anchorage devices — Requirements and testing 
EN 1070 Safety of machinery ― Terminology 



著作 梅 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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JIS B 9713-3: 2004 
(ISO 14122-3: 2001) 

機械 類の 安全性 一 機械 類への 常設 接近 手段 - 

第 3 部： 階段， 段ば しご 及び 防護 さく （柵） 

解説 



この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定' 記載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規 
格の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集' 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団法人 
日本規格協会へ お願いします。 

1. 制定の 趣旨 この 規格 は， ISO (International Organization for standardization ： 国際 標準化 機構） 規格の 
ISO 1412^-3, Satety of machmerv ― Permanent means of access to machinerv ― Part 3 : Stairs, stepladders and 
guard-rails の 第 1 版 （2001 年） に基づいて 作成した。 国際規格で 構築が 進められ ている 安全 規格 体系の な 
かで， 安全 関連 設備に 関する 基本的な タイプ B 規格 （グループ 安全 規格） に 位置付けられる この 規格 を 取 
り 上げ， 技術的 内容 及び 規格 票の 様式 を 変更す る ことなく， 日本工業規格 として 制定した。 この 規格 は 夕 
イブ C 規格 （機械に 関する 個別 規格） に 引用 規格と して 使用され る。 

2. 制定の 経緯 この 規格 は， 平成 13 年度に 社団法人 日本 機械工業 連合会 を 審議 団体と する 原案 作成 委員 
会の 下に ワーキンググループ （6. 参照） を 設置し， 作成した 原案に 基づいて 制定した。 

なお， 原 国際規格に 基づいた 日本工業規格 はこれ までに 作成され て おらず， この 制定が 初めての もので 
ある。 

従来， 産業界で は， ごの 規格が 規定す る 内容 は， ISO 規格， EN (欧州 規格)， OSHA (米国 連邦 労働 安 
全 衛生 法)， ANSI (米国 規格 協会） 規格， 日本の 労働 安全 衛生 規則 及び 企業の 調達 基準 を 下敷きに 各社 ご 
とに 社内 基準 を 決め 運用して いたのが 実態で あり， 総括的な 国内 基準の 制定が 求められ ていた。 今回， こ 
れに 適合す る ISO 14122 が 制定され たため， これ を 機に JIS 化する こ とに した。 

JIS 化 作業で 一番 留意 した こと は， 国内 既存 法規 及び 規格 と の 不整合が ないか と の 点で あ り ， 労働 安全 
衛生 法な ど 次に 掲げる 関連 基準 を 参照した。 

a) 労働 安全 衛生 規則 第 2 編 (安全 基準） 第 1 章 第 1 節 一般 基準 等 

b) 労働 安全 衛生 法 第 28 条第 1 項に 基づ く 公示 ： 移動 式 足場の 安全 基準に 関する 技術 上の 指針 
C) 厚生 労働省 労働 基準 局長に よる 基 発 第 501 号 "機械の 包括的な 安全 基準に 関する 指針" 

d) 建築基準法 施行 令 第 8 章 第 3 節 階段， 第 5 章 避難 施設 等 

e) EN292-2:1991/A1:1995 1.6p.l4〜15 

石油 学会 規格 ： JPI-7S-8-96 "搭類 ブラ ッ ト フ オーム 及び ラダー" 

g) JIS S 1121 "アルミニウム 合金 製 脚立 及び はしご，， 

h) 財団法人 製品 安全 協会： 住宅 用 アルミニウム 合金 製 はしご 検査 マニュアル 

i) 財団法人 製品 安全 協会 ： 住宅 用 アル ミニ ゥ ム合 金製 は し ご 認定 基準 及び 基準 確認 方法 

解 1 

著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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これらの 基準に は， 階段， は し ご， 通路， ブラ ッ トフ オーム 及び 手す り な どの 使用 条件 及び 基準 等が 断 

片 的に 示されて おり， 安全と いう 観点 は 共通で ある ものの， 機械 類に 安全に 接近し， 求められる 作業 を 安 
全に 遂行す る こと を， 必ずしも 目的の 中心に おいてい ないた め， 参考と した。 

3. 審議 中に 問題と なった 事項 

a) 原 国際規格に 規定され ている 寸法 数値 を， 日本人の 体格に 適用す る ことが 妥当で あるかに ついて 意見 
交換 を 行った。 ISO 規格 及び EN の 体系の 中に 位置付けられた 規格で ある こ と， JIS に 既存の 関連 規 
格がない こと， 日本人の 当該 寸法がない こ と， 更に 日本に おける 他 分野の 類似 規定の 数値との 比較 結 
果を 考慮した うえで， この 規格で は 原 国際規格と 同一の 寸法 数値 を 採用す る ことと した。 また， 労働 
安全 衛生 法 及び 建築基準法に 不整合な 規格で はない こと を 確認した。 

解説 表 1 建築基準法 とこの 規格との 対比 表 



単 mm 





建築基準法 施行 令 23 条第 3 部 
階段 


こ の 規格 


階段 


段ば しご 


階段 及び 踊 り 

14-- fPi \W\ J 

ュ勿 リ） IPCFI VV 


® 小学校 児童 用 


1 400 以上 


推お 800 
最低限 600 
複数 人 通行 用 
1 000 
条件付き 500 


/| 广八〜 八 八 

推奨 600 


②中 高校 Z 販売 業 用 


】 400 以上 


③ 200 m 2 以上 居室 


1 200 以上 


④ 上記 以外の 建物 用 


750 以上 


⑤ 屋外 設置 直接 階段 


900 以上 


© 屋外 その他 


600 以上 


け 上げ 寸法 h 


① 小学校 児童 用 


160 以下 


600 <g + 2/7<660 


250 以— 卜 


②中 高校 ダ 販売 «用 


180 以下 


③ 200 m 2 以上 居衋 


200 以下 


④ . ヒ記 以外の 建物 用 


220 以下 


© 屋外 設置 直接 K 段 


230 以下 


® 屋外 その他 


230 以下 


踏み 面 寸法 （水 
平 移動 距離） 

g 


① 小学校 児童 用 


260 以上 


80 以上 


②中 高校 Z 販売 乘用 


260 以上 


(3)200 m 2 以上 居室 


240 以上 


@ 上記 以外の 建物 用 


200 以上 


⑤ 屋外 設置 直^ 階段 


150 以上 


© 屋外 その他 


150 以上 


一連の 登り 高 
さ 制 1 限 


上記 ①② 


3 000 以内 


推奨 3 000 以内， 4 000 

を 超える こと は 禁止 


3 000 以下 


上記 ③④⑤ 


4 000 以内 


踊 り 場 Z 上が 

り 場の 幅 又は 
長さ 


1 200 以上 


少な くと も 800 以上， 
又は 階段 幅と 同等 若し 
く は 同等 以上 




手す り の 要 否 


両側に 側壁 又は 代替物がない 場合 
必要 


少なく と も 片側に 必 
要， 階段 幅 1 200 以上の 
場合 は 両側に 必要 


両側 に 手すりが 必 
要 


手すりの 高さ 






階段 部： 900〜1000 
上がり場 ： 

少な くと も 1 100 


階段 部 ： 

900〜1 000 
上がり場 ： 
少な くと も 1 100 
傾斜角 60〜75。 に 
対応して 250〜100 



解 1 

著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお ります。 
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b) 原 国際規格の 中で は， 【SO/ ひ 【S 規格 及び EN 力 ^1 用され ている ので， その 内容の 紹介 は， 解説に 示す こ 

と と した。 

4. 規格 及び 規定の 各項 目に 関する 事項 

4.1 序文 原 国際規格の 序文に "EN 292-2:1991ZA1:1995 の 附属 書 A" 及び" ISO/mS12100-2" との 関連 

について 記述され ている ので， その 趣意 を 残す ために 備考 2 及び 備考 3 として 処理した。 

なお， EN 292-2:1991/Al:1995 の 附属 書 A に 示されて いる 安全 要求 事項 1.6.2 "運転席と 作業場 所への 接 
近" と 1.5.1.5 "滑り， つまずき 又は 墜落の 危険" の 内容 は， 次の ようで ある。 

1.6.2 "運転席と 作業場 所への 接近"： 製造業 者 は， 生産， 調整 及び 保守 作業に 使用す るすべ ての 場所に 安 
全に 近づける ための 接近 手段 （階段， はしご， 狭い 通路な ど） を 設けなければ ならない。 

1.5.15 "滑り， つまずき 又は 墜落の 危険"： 人が 動き回ったり 立って いがち な «1 械 類の 部分 は， 人が 滑つ 
たり， つまずいたり， 墜落した りする こと を 防止す るよう に 設計し 構築され なければ ならない。 
4.2 EN547-3 "機械 類の 安全性-人体の 寸法— 第 3 部 ： 人体 測定 データ" は， 欧州 調査に よる 人体 測定 
種目 及び 測定値で， 300 万人 以上から なる 母集団 （男性と 女性の 両方 を 考慮） の 典型の 人体 測定 （人間 裸 
体の 静的 測定） 調査結果から 得られた 情報に 基づいて いる 力、 ISO 規格 及び JIS に はない ので， 參考 とし 
た。 

4.3 引用 規格 （本体の 2.) EN から ISO 規格へ， また， ISO 規格から J1S への 作業が 進行して いる 引用 
規格に ついては， ISO 規格 又は JIS に 置き換えた。 

4.4 定義 （本体の 3.) EN 1070 は， 対応す る ISO 規格 及び JIS がない ので， 參考 として "EN1070 に は 

この 規格と 関連した 用語 及び 定義が ある" とした。 

4.5 階段 及び 段ば しご （本体の 3.1) 図 1 に 基準 面 及び 頭上 障害物の 文字 を 追記した。 

4.6 階段 及び 段ば しごの 防護 さく （柵） （本体の 7.2) 表 1 及び 規定に 段ば しごの 傾斜 線から 手すりの 中 

心 線 間 距離 （寸法 X) について， 図 6 及び 図 7 の 図示 矢印が 不適切で あるとの 指摘が あり， 図 6 及び 図 7 

を 訂正した。 

4.7 附属 書 A 参考文献 参考文献の 中で J1S になって いるもの は， 次のと おりで ある。 

ISO 13852, Safety of machinery ― Safety distances to prevent danger zones being reached by tne upper iimbs ― 

JIS B 9707:2002 (機械 類の 安全性— 危険 区域に 上肢が 到達す る こと を 防止す るた めの 安全 距離） 一 

ISO "853， Safety of machinery ― Safety distances to prevent danger zones beine reacned by tne lower 腕 bs ― 

JIS 3 9708:2002 (機械 類の 安全性— 危険 区域に 下肢 力 倒 達する こ と を 防止す るた めの 安全 距離） 一 

ISO 13854, Saretv of machinery ― Minimum gaps to avoid crusning of parts of the human Dody ― JIS B 

9711:2002 (機械 類の 安全性 一人 体 部位が 押し つぶされる こと を 回避す るた めの 最小す き 間） 一 

ISO 14121, Safety of machinery -Principles for risk assessment 一 JIS B 9702:2000 (機械 類の 安全性— リ ス 

ク アセスメントの 原則） 一 

ISO 14122"2:2001 ， Safety of machinery ― Permanent means of access to machinery ― Part 2 : Woricmg platforms and 
walkways ― JIS B 9713-2:2004 (機器 類の 安全性 一 機械 類への 常設 接近 手段 一 第 2 部 ： 作業用 ブラ ッ ト 
フォーム 及び 通路） 

PrEN ISO 14122-4:1996, Safety of machinery ― Permanent means of access to machinery — Part 4 : Fixed ladders 
-> JIS B 9713-4 (機械 類の 安全性 一 機械 類への 常設 接近 手段— 第 4 部 ： 固定 は し ご） 



解 3 
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5. 懸案 事項 原 国際規格の 寸法 数値 は， 欧州の 人体 測定 データ 力ま 基準で あり， 日本人の ワーク スペース 
の 人体 計測 データが 集積され 次第， これら 日本人の 人体 計測 データに 基づき， 寸法 数値 を 変更す る ことが 
適切で あると 判断され た 場合， この 規格 を 改正す る 必要が ある。 

6. 原案 作成 委員会の 構成 表 原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 



JIS 原案 作成 委員会 構成 表 



(委員長） 
(委員） 



(WG 委員） 
(委員） 





氏名 




所属 


向 


殿 


政 


男 


明治 大学 


丸 


山 


弘 


士 
心 


財団法人 硏友社 


種 


山 


貝 


治 


経済 産業 省 産業 技術 環境 局 


森 


戸 


和 


美 


厚生 労働省 労働 基準 局 


池 


田 


博 


康 


独立 行政法 人 産業 安全 研究所 


大久保 


宪 


夫 


日本 大学 


杉 


本 




旭 


北 九州 市立 大学 


川 


P 


邦 


供 


社団法人 産業 安全 技術 協会 



条 川 壮 



中央労働 災害 防止 協会 





中 


嶋 


洋 


介 


社団法人 日本 圧接 協会 


〇 


渡 


辺 




正 


社団法人 日 本 建設機械 化 協会 




大 


槻 


文 


芳 


社団法人 日 本 工作機械 工業 会 




佐々 木 


孝 


雄 


社団法人 日本 縫製 機械工業 会 




佐 


藤 


公 


治 


社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 




橘 




良 


彦 


旭 硝子 総 研 株式会社 


〇 


松 


前 




昭 


石 川 島播磨 重工業 株式会社 




山 


本 


博 


義 


株式会社 荏 原 製作所 




大 


竹 


勝 


彦 


株式会社 神 戸 製鋼所 




大 


坂 




崇 


元 株式会社 小 松 製作所 




高 


橋 


石 


重 


株式会社 小 松 製作所 






木 


光 


夫 


住友 重 機械工業 株式会社 


〇 


竹 


原 


操 


平 


株式会社 ダイ フク 




垣 


花 




亮 


東芝 機械 株式会社 




杉 


田 






豊田ェ 機 株式会社 




古 


沢 




登 


トヨタ 自動車 株式会社 


〇 


宮 


川 


光 


雄 


トヨ 夕 自動車 株式会社 






原 


弘 




日本 信号 株式会社 




井 


上 


洋 




ビューロー ベリ タス 




中 


畑 


光 


蔵 


株式会社 日立 製作所 




冨 


室 


康 


夫 


株式会社 牧野 フ ラ ィ ス 製作所 




なム 
ま 口 


木 






三菱 重工業 株式会社 



解 4 

著作 梅 法に より 無断での 複製， ％i 載 等 は 禁止され ております。 
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B 9713-3 ： 2004 (ISO 14122-3 ： 2001) 解説 



(WG 主査） 


〇 


渡 


辺 






三菱 重工業 株式会社 


(委員） 




今 


泉 


MX 


男 


三菱 電機 株式会社 


(事務局） 


〇 


水 






弘 


社団法人 日 本 機械工業 連合会 






舞 


田 


靖 


司 


社団法人 日本 機械工業 連合会 






石 


田 




実 


社団法人 日 本 機械工業 連合会 




〇 


佐 


藤 


紀 


樹 


社団法人 日 本 機械工業 連合会 






宮 


崎 


浩 




社団法人 日 本 機械工業 連合会 


(オブザーバー） 




大 


川 


立 f?; 

m 


郎 


経済 産業 省 製造 産業 局 






岡 


野 


克 


弥 


経済 産業 省 産業 技術 環境 局 



備考 〇 印 は， ワーキンググループ (WG) の 主査， 委員， 事務局 を 示す。 



解 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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B 9713-3 ： 2004 (ISO 14122-3 ： 2001) 解説 



白 紙 



解 6 

著作権法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され て おります。 



★ 内容に ついての お 問合せ は， 櫞 準部標 ifl 調査 裸 [FAX(03)3405-554 1 TEL<03)5770- 1 573] へ ご 連 
絡く ださい。 

★J1S 規格 票の 正誤 S が 発行 さ れた 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

(1) 当&会 発行の 月刊 聴" 樣準化 ジャーナル" に， 正-誤の 内容 を 掲載いた します。 

(2) 原則として 毎月 第 3 火曠 日に， "日経 産藥新 及び "日刊 工業 新聞" の JIS 発行の 広告欄 

で， 正2^1^?が?1行された JIS 規格? S 号 及び 規格の 名称 をお 知らせいた します。 
なお， 当 協会の J1S チ約 者の 方に は， 予約され ている 部門で 正誤^が 発行され た 場合， 自動 

的に お送りい たします。 

★JIS 規格?]? の ご注文 は， {^及ま：?3部カ スタ マーサー ビス 裸 [TEL(03)3583-8002 FAX(03)3583-0462] 

乂は ヒ の^お おみ 么 f; にお 厶玄 しても ご注文 を/^ つてお ります ので， お 申込み く ださい-. 



JISB 9713-3 (ISO 14122-3) 
機械 類の 安全性 一 機械 類への 常設 接近 手段 一 

第 3 部： 階段， 段ば しご 及び 防護 さく （概） 



平成16^1*： 4月 1 F1 第 1 刷 発行 



篇集兼 

18 行人 



坂 食 省 吾 



発行所 

財団法人 n 木規ド 協 会 

T I07-S440 iKMffi 港 区 赤 坂 4 丁 g 1-24 



礼 M 支部 


TO6O-OO03 


札«^1市屮^区北3 条に4 } J'l i 1 tLIS? 大同 生命 ピル 内 

TEL (01 1)261 -<KMS FAX (1)11)221-4020 
お ： 02760-7-4351 


東北 支部 


=f 980-08 11 
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TEL (022)227-83 36 (代^) FAX (022)266-0905 
撅械 ： 02200-4-8166 


名 古 厘 支お 


T46(MK)08 


名古覼 市中 区栄 2 丁目 6-1 白 川 ビル 別 » 内 
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擴 W ： 00800-2-23233 


H 西 支 》 


T541-0053 


大阪市 中 夬区本 町 3 丁目 4^10 本 町 野 村 ビル 内 
TEL(06)626 レ 80«6< 代表） FAX (06)626 1-^>！ 14 
観譬： 00910^2-2636 


広 島支敏 


T 730-0011 


広 島 市中 区 基 町 M4 広 島 商工 会 霞 所 ビル 内 

TBL(082)22l-7023.7035,7036 FAX (082)221-7568 
0m ： 01340^9^9479 


四国 支 節 


T760-0023 


AS 松 町; 2 丁目 2-iO JPRiS 松 ビル 内 

TEL (087)821-785 f FAX (OSt 7)821 -326 1 
tll# ： OKm-2-3}59 


褊岡 支部 
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fei 岡 市 tx9 多 区 ffitii 町 1-31 生 jSj 福 岡 ビル 内 

TEL (092)283-90$0 FAX (092)2?2-9( 18 
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D1 



著作 « 法に より 焦 断での 豪囑， 転載 等 は 禁止され ております, 
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